
水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞

＜対策のポイント＞
高収益作物の導入・定着を図るため、「水田農業高収益化推進計画」に基づき、国のみならず地方公共団体等の関係部局が連携し、水田における高収益

作物への転換、水田の汎⽤化・畑地化のための基盤整備、栽培技術や機械・施設の導⼊、販路確保等の取組を計画的かつ一体的に推進します。
＜政策目標＞
水田における高収益作物の産地の創設（500産地［令和７年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．計画策定の支援

産地の合意形成、品目の選定や販路の確保等の「推進計画」の策定・改定に資
する取組を支援します。

２．技術・機械等の導⼊支援
「推進計画」に位置付けられた産地における以下の取組を優先採択で支援します。

① 栽培技術の実証、作柄安定技術の導入等
② 産地の収益⼒強化等のための農業⽤機械・施設の導入
③ 水田への果樹の新植、省⼒樹形・作業機械の導入や流通事業者等との連携な

どによる産地構造の転換に向けた実証等
３．高収益作物の導⼊・定着支援

「推進計画」に位置付けられた産地における以下の取組を支援します。
① 高収益作物による畑地化（14万円/10a）
② 高収益作物の導⼊・定着（２万円（３万円※）/10a×５年間

又は、10万円（15万円※）/10a（一括））
③ 子実⽤とうもろこしの作付け（１万円/10a）

４．生産基盤の整備
基盤整備事業において、「推進計画」に位置付けられた地区における高収益作物

の導入・定着に向けた汎⽤化・畑地化等を支援します。
① 「推進計画」に位置付けられた地区を優先採択・優先配分
② 一定割合以上の高収益作物等の導入を⾏う場合、農業者の費⽤負担を軽減

［お問い合わせ先］
（１、２①の事業） 畜産局飼料課 （03-3502-5993）
（２①②の事業） 農産局園芸作物課 （03-6744-2113）
（２②の事業） 経営局経営政策課 （03-6744-2148）
（２③の事業） ・・農産局果樹・茶グループ（03-3502-5957）
（３の事業） 農産局企画課※ （03-3597-0191）
（４の事業） 農村振興局設計課 （03-3502-8695）

※プロジェクト
の窓口を担当

○ 都道府県・産地段階の推進体制・役割（国と同様のプロジェクトチームを構築）

○ 都道府県・産地ごとの推進品目の導入目標や目標達成に向けた取組
・栽培技術の習得や農地の条件整備に向けた取組
・活⽤予定の国の支援策や実施地区
・基盤整備事業等を活⽤している場合は、当該事業の「事業計画」とのリンク 等

承認
・

支援

１．計画策定の支援
・国産飼料増産対策事業（18億円の内数）

支援

３．高収益作物の導⼊・定着支援
・水田活⽤の直接支払交付⾦のうち畑地化促進助成（2,905億円の内数）

４．生産基盤の整備
・農業競争⼒強化基盤整備事業（3,326億円の内数）、農地耕作条件改善事業（198億円）、
畑作等促進整備事業（22億円） 等

策定
・

提出

２．技術・機械等の導⼊支援
①︓時代を拓く園芸産地づくり支援事業（8億円の内数）

国産飼料増産対策事業（18億円の内数）
②︓強い農業づくり総合支援交付⾦のうち産地基幹施設等支援タイプ（121億円の内数）、

農地利⽤効率化等支援交付⾦（11億円の内数）
③︓果樹農業⽣産⼒増強総合対策（51億円の内数）

支援後も計画の
実現をフォローアップ

水田農業高収益化推進計画（都道府県）

水田農業高収益化推進プロジェクト（国）
※ 加工・業務⽤野菜等の場合
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水田農業の高収益化に係る主な支援措置一覧

項目名 事業名 支援内容 補助率等 お問合せ先

⽣産拡大、新しい産地づ
くりの準備をしたい 国産飼料増産対策事業 産地の合意形成、品目の選定や出荷先の確保等の「推進計画」の策定・改定に

資する取組を支援（高TDN飼料作物の導入） 定額 畜産局飼料課
（03-6744-7192）

⽣産を拡大したい
水田活⽤の直接支払交
付⾦のうち畑地化促進
助成

水田収益⼒強化ﾋ゙ ｼ゙ ｮﾝに基づき、地域の裁量で産地づくりを支援（産地交付⾦） 定額（地域で設定）

農産局企画課
（03-3597-0191）「推進計画」に基づき、

①高収益作物による畑地化の取組を支援（②とセット）
②高収益作物の導入・定着に応じて支援
③子実⽤とうもろこしの作付面積に応じて支援

①︓14万円/10a・１回限り
②︓２(３※)万円/10a×５年間
又は 10(15※)万円/10a（一括）

※ 加工・業務⽤野菜等の場合
③︓１万円/10a

モデル産地、
新しい産地をつくりたい
（技術の導入・実証
等）

時代を拓く園芸産地づく
り支援事業 加工・業務⽤野菜等の作柄安定技術の導入等を支援 定額（15万円/10a） 農産局園芸作物課

（03-3501-4096）

果樹農業⽣産⼒増強
総合対策

水田への果樹の新植、省⼒樹形・作業機械の導入や流通事業者等との連携など
による産地構造の転換に向けた実証等の取組を支援 定額、１/２以内 農産局果樹・茶ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（03-3502-5957）

国産飼料増産対策事業 子実⽤とうもろこしの⽣産利⽤体系の構築に向けた実証の取組を支援
（高TDN飼料作物の導入） 定額、１/２以内 畜産局飼料課

（03-6744-7192）

機械・施設等を導入した
い

強い農業づくり総合支援
交付⾦ 産地の収益⼒強化に必要な集出荷貯蔵施設等の産地の基幹施設等の整備等を支援 １/２以内等

農産局総務課
⽣産推進室
（03-3502-5945）

農地利⽤効率化等支
援交付⾦

地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利⽤の姿の実現に向けて、
経営改善に取り組む場合、必要な農業⽤機械・施設の導入を支援 ３/10以内等 経営局経営政策課

（03-6744-2148）

耕作条件を改善したい、
基盤整備を⾏いたい

農業競争⼒強化基盤
整備事業（公共） 汎⽤化・畑地化のための基盤整備等を支援 １/２等 農村振興局

水資源課
（03-3502-6246）
農地資源課
（03-6744-2208）

農地耕作条件改善事
業、畑作等促進整備事
業

基盤整備の機動的な推進、高収益作物への転換に向けた計画策定〜営農定着に必要な取
組を一括支援 １/２、定額等

［優先採択］

［優先採択］

産地基幹施設等支援タイプ ［優先枠］

［集約型農業経営優先枠内での優先採択］

［優先採択・優先配分・計画策定の助成期間を延⻑］

［優先択・優先配分］
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．戦略作物助成

水田を活用して、⻨、大豆、飼料作物、WCS用稲、加工用米、飼料
用米、米粉用米を生産する農業者を支援します。

２．産地交付⾦
「水田収益⼒強化ビジョン」に基づく、地域の特⾊をいかした魅⼒的な

産地づくりに向けた取組を支援します。

３．都道府県連携型助成
都道府県が転換作物を生産する農業者を独自に支援する場合に、

農業者ごとの前年度からの転換拡大面積に応じて、都道府県の支援単
価と同額（上限︓0.5万円/10a）で国が追加的に支援します。

４．畑地化促進助成
水田を畑地化し、高収益作物やその他の畑作物の定着等を図る取

組等を支援します。
５．コメ新市場開拓等促進事業 11,000（11,000）百万円

産地と実需者との連携の下、新市場開拓⽤⽶等の低コスト生産等
の取組を⾏う農業者を支援します。※７

※７ 予算の範囲内で、助成対象となる地域農業再⽣協議会を決定

水田活⽤の直接支払交付⾦等
【令和６年度予算概算決定額 301,500（305,000）百万円】

＜対策のポイント＞
⾷料⾃給率・⾃給⼒の向上に資する⻨、⼤⾖、⽶粉⽤⽶等の戦略作物の本作化とともに、地域の特色をいかした魅⼒的な産地づくり、産地と実需者との

連携に基づいた低コスト生産の取組、畑地化による高収益作物等の定着等を支援します。

＜政策目標＞
○ ⻨・大⾖等の作付面積を拡大（⻨30.7万ha、大⾖17万ha、飼料⽤⽶9.7万ha［令和12年度まで］） ○ 実需者との結びつきの下で、需要に応じた⽣産を⾏う産地の育成・強化
○ 飼料⽤⽶、⽶粉⽤⽶の⽣産を拡大（飼料⽤⽶︓70万t、⽶粉⽤⽶︓13万t［令和12年度まで］）

［お問い合わせ先］農産局企画課（03-3597-0191）

戦略作物助成
対象作物 交付単価

⻨、大⾖、飼料作物 3.5万円/10a※1

WCS⽤稲 ８万円/10a

加工⽤⽶ ２万円/10a

飼料⽤⽶、⽶粉⽤⽶ 収量に応じ、5.5万円~10.5万円/10a※２

産地交付⾦ ○ 当年産の以下の取組に応じて資⾦枠を追加配分

＜交付対象水田＞
・ たん水設備（畦畔等）や⽤水路等を有しない農地

は交付対象外。
・ ５年間で一度も水張り（水稲作付）が⾏われない

農地は令和９年度以降は交付対象水田としない。
・ 水張りは、水稲作付けにより確認することを基本とする。

ただし、①湛水管理を１か⽉以上⾏い、②連作障害
による収量低下が発⽣していない場合は、水張りを
⾏ったものとみなす。

資⾦枠の範囲内で
都道府県が

助成内容を設定 地域協議会ごとの
助成内容の設定も可能

国

都道府県

地域協議会

取組内容 配分単価
そば・なたね、新市場開拓⽤⽶、地⼒増進作物の
作付け（基幹作のみ） ２万円/10a

新市場開拓⽤⽶の複数年契約※４

（3年以上の新規契約を対象に令和6年度に配分） 1万円/10a

資⾦枠を配分※３

資⾦枠を配分

営農計画書・交付申請書等の取りまとめ

交付

申請

＜事業の流れ＞

国 農業者 （１~３の事業、
４・５の事業の一部）

農業再⽣協議会等

交付

申請
国 （４・５の事業の一部）農業再⽣

協議会等都道府県
申請

定額

※１︓多年⽣牧草について、収穫のみを⾏う年は１万円/10a
※２︓飼料⽤⽶の一般品種について、令和６年度については標準単価7.5万円/10a（5.5~9.5万円/10a）

今後、標準単価を段階的に引き下げ、令和８年度において標準単価6.5万円/10a（5.5~7.5万円/10a）とする

※３︓作付転換の実績や計画等に基づき配分
※４︓コメ新市場開拓等促進事業で採択された者が対象

① 畑地化支援※５ ︓14.0万円/10a
② 定着促進支援※５ （①とセット）︓２万円（３万円※６）/10a×５年間

または10万円（15万円※６ ）/10a（一括）
③ 産地づくり体制構築等支援
④ 子実⽤とうもろこし支援（１万円/10a）

畑地化促進助成 （令和５年度補正予算と併せて実施） ※５︓対象作物は、畑作物（⻨、大⾖、
飼料作物（牧草等）、子実⽤とう
もろこし、そば等）及び高収益作
物（野菜、果樹、花き等）

※６︓加工・業務⽤野菜等の場合
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【令和６年度予算概算決定額 770（781）百万円】

＜対策のポイント＞
加⼯・業務⽤野菜の国産シェア奪還に向けた産地リレーによる周年安定供給体制の構築等のため、加⼯・業務⽤野菜の新規産地、物流合理化に取り組
む産地等、実需者ニーズに対応した多様な産地の形成に資する取組等を支援します。

＜事業目標＞
加工・業務⽤野菜の出荷量（直接取引分）の拡大（98万t［平成29年］→145万t［令和12年まで］）

［お問い合わせ先］農産局園芸作物課（03-3501-4096）
4

持続的生産強化対策事業のうち

加工・業務用野菜の国産シェア奪還

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．⼤規模契約栽培産地育成強化事業
実需者からの国産野菜の安定調達ニーズに対応するため、加⼯・業務⽤野菜の契

約栽培に必要な新たな生産・流通体系の構築、作柄安定技術の導⼊等を支援しま
す（助成単価︓15万円/10a（定額））。

（関連事業）
産地生産基盤パワーアップ事業のうち国産シェア拡⼤対策（園芸作物等）
１．加⼯・業務⽤野菜産地育成推進 2,500百万円の内数

① サプライチェーン構築支援
加工・業務⽤野菜の強靱なサプライチェーンを構築するため、実需者ニーズに対

応した品種の栽培実証、先進地や実需者ニーズ調査等に係る経費を支援します。
② 生産体制合理化実践支援

機械化一貫体系による省⼒化・低コスト化を進め、実需者との契約栽培の作付
拡大を図るため、農業機械や予冷・貯蔵庫のリース導入を支援します。

２．流通体制合理化整備事業
産地から実需等までをつなぐ流通体制の合理化によりサプライチェーンの強靱化

を図るため、集出荷貯蔵施設の11パレットに対応した施設改良やパレタイザーの導
入等、⻘果物流通拠点施設の整備に係る経費を支援します。

３．野菜加⼯施設整備事業
加工・業務⽤野菜のニーズに対応し、輸入野菜に対抗するための安定供給体

制の構築によるサプライチェーンの強靱化に資する、冷凍加工施設やカット加工施
設等の整備に係る経費を支援します。

加⼯・業務⽤向け野菜の⼤規模契約栽培への支援

（関連事業）加⼯・業務⽤野菜サプライチェーンの強靱化

＜作柄安定技術の導入＞＜生産流通体系の構築＞

〇 加工適性の高い品種の導入
〇 農業用機械、大型コンテナの導入
〇 予冷庫の利用等

〇 排水対策
〇 病害虫防除対策
〇 風害対策等

実
需
の
強
化 野菜加工施設の整備

流
通
の
強
化 パレタイザー等の導入 ⻘果物流通拠点施設の整備

産
地
の
強
化 農業機械等のリース導入栽培実証・先進地調査

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
強
靱
化

＜事業の流れ＞

国
都道府県

ALIC ⺠間団体等

農業者等
(農業者の組織する団体を含む)

定額、
1/2以内

（１の事業）

（関連事業）

定額 定額

定額、
1/2以内



＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．省⼒樹形、優良品目・品種の導⼊支援

省⼒樹形や優良品目・品種への改植・新植と、それに伴う未収益期間における
幼⽊の管理に要する経費を支援します。

２．新たな担い手育成への支援
担い手の就農・定着のための産地の取組と併せて⾏う、小規模園地整備や部分

改植等の産地の新規参入者受入体制の整備を一体的に支援します。
３．苗木・花粉供給体制整備への支援

省⼒樹形の導入等に必要な苗⽊や国産花粉の安定⽣産・供給に向けた取組を
支援します。

４．国産果実の流通加⼯への支援
慢性的な供給不⾜となっている加工・業務⽤等の国産果実の省⼒的生産・出荷

の実証等の取組を支援します。
５．産地構造の転換に向けたパイロット実証への支援（新規）

スマート技術導⼊を前提とした樹園地の環境整備や流通事業者等との連携等
により、作業合理化、省⼒栽培技術・品種の導入、⼈材確保等を図り、生産性を
飛躍的に向上させた⽣産供給体制モデルを構築する都道府県等コンソーシアムの
実証取組を支援します。併せて、モデルを全国に展開させる取組を支援します。

全国推進事業
全国的な取組に展開

持続的生産強化対策事業のうち
果樹の生産増⼤への転換（果樹農業生産⼒増強総合対策）

［お問い合わせ先］（１~３、５の事業）農産局果樹・茶グループ（03-3502-5957）
（４の事業） 園芸作物課 （03-3501-4096）

【令和６年度予算概算決定額 5,054（5,074）百万円】

＜対策のポイント＞
果樹の⽣産基盤を強化するため、労働生産性の向上が⾒込まれる省⼒樹形や優良品目・品種への改植・新植等の取組を支援するほか、新たな担い手の

確保・定着に資する取組を支援します。また、⽣産性を飛躍的に向上させるための産地構造の転換に向けた実証等の取組を支援します。

＜事業目標＞
果実の⽣産量の拡大（283万t［平成30年度］→308万t［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
全国団体

定額 交付
県法⼈等

定額、
1/2

果樹⽣産者（担い手）
農業者の組織する団体
法⼈化した経営体 等

定額、1/2
（５の事業）

（１~４の事業）

【改植（括弧内は新植）の支援単価の例】

密植・受光体勢の最適化で
慣⾏⽐２倍以上の単位収量

根域制限栽培（みかん） 超高密植栽培（りんご）

機械化に適し、収量１t当たり
の収穫作業時間が半減

品 目 かんきつ りんご
慣⾏栽培 23（21）

万円/10a
17（15）

万円/10a

省⼒樹形
栽培

111（108）
万円/10a

（根域制限栽培）

73（71）
万円/10a

（超高密植栽培）

未収益期間
対策

5.5万円/10a×４年分
※ 幼⽊管理経費（品目共通）

新たな担い手を確実に確保

新規参⼊者の
受⼊れを計画

研修受⼊れ・園地リース等

サービスの提供、
労働⼒の融通等

法⼈経営体等

加工

高品質果実
業務⽤果実

加工仕向
果実

流通事業者や
サービス事業体等

データ
連携

全国協議会

コンソーシアム

省⼒樹形、優良品目・品種の導⼊支援 新たな担い手への支援

流通
販売

居抜き園地の整備
・小規模園地整備
・部分改植

スマート
農業

・成園で研修、就農
・産地の伴走支援

将来にわたり
需要に

応えられる
生産供給体制

パイロット実証事業
産地構造の転換に向けたパイロット実証への支援

コンソーシアムによるモデルの構築
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飼料増産・安定供給対策

＜対策のポイント＞
飼料⽣産基盤に⽴脚した持続的な畜産経営の推進に向けて、国産飼料の⽣産・利⽤拡大を図るため、飼料生産組織の⼈材確保・育成の取組、国産濃

厚飼料の生産・利⽤の推進等の取組を支援します。また、飼料の安定供給を図るため、飼料穀物の備蓄や飼料流通の効率化の実証等の取組を支援します。

＜政策目標＞
○ 飼料⾃給率︓25％→34％［平成30年度→令和12年度まで］
○ 畜産農家への安定的な配合飼料の供給

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．国産飼料増産対策事業
① 飼料⽣産組織の⼈材確保・育成

飼料⽣産組織のオペレーター確保に向けた募集活動や、⼤型特殊免許や必要な
技術資格の取得、⼈材育成のための研修を支援します。

② 国産濃厚飼料⽣産の推進
子実⽤とうもろこし等の国内⽣産・利⽤を推進するための生産技術実証・普及等

の取組を支援します。
③ 環境対策

温室効果ガス削減資材の効果や畜産物の品質への影響等のデータ収集・分析等
の取組を推進します。

２．飼料穀物備蓄・流通合理化事業
① 飼料穀物備蓄対策

不測の事態に備え、配合飼料製造業者等が事業継続計画（BCP）に基づき実
施する飼料穀物の備蓄や、関係者間の連携体制の強化の取組を支援します。

② 飼料流通合理化対策
飼料流通の効率化・標準化に資する実証、新たな国産粗飼料の広域流通体制

を構築する実証の取組を支援します。

（令和５年度補正予算）
飼料自給率向上緊急対策 （所要額）13,000百万円
耕畜連携の取組等による国産飼料の⽣産・利⽤の拡大を支援します。

［お問い合わせ先］（１の事業）畜産局飼料課（03-6744-7192）
（２の事業） 飼料課（03-3591-6745）

【令和６年度予算概算決定額 1,820（2,143）百万円】
（令和５年度補正予算額（所要額） 13,000百万円）

＜事業の流れ＞

国 （１の②、③の事業）

配合飼料製造業者、農協、協議会等

定額、1/2

定額、1/2、1/3等
（２の事業）

⺠間団体等（一般社団法⼈、JA等を含む）、
⽣産者集団等

１．国産飼料増産対策事業

２．飼料穀物備蓄・流通合理化事業

② 国産濃厚飼料⽣産の推進

① 飼料⽣産組織の⼈材確保・育成

子実⽤とうもろこし

メタン減

メタン削減資材

未利⽤資源 資材の効果や肉質等への影響の調査

③ 環境対策

・大型、大型特殊、けん引免許
20万円以内/⼈

・農業機械整備技能士
１万円以内/⼈

飼料⽣産組織
の⼈材確保

・募集 30万円以内/⼈

・研修 60万円以内/⼈

⼈材確保 各種資格の取得

○ 飼料穀物の備蓄（1/3以内）
配合飼料製造業者等が実施する飼料穀物の備蓄の取組を支援

○ 配合飼料の緊急運搬（1/2以内、定額）
国内の災害時等に、配合飼料供給困難地域への緊急運搬を支援

○ 関係者間の連携のための環境整備（定額）
平時における関係者の連携体制の強化の取組を支援

○ 飼料輸送の効率化実証、国産粗飼料の広域流通実証（定額、1/2以内）
センサーやタンク蓋開閉装置等を⽤いた飼料の在庫・配送

管理等の効率化実証等を支援
センサー

大型ハリケーン等の不測の事態

備蓄支援

緊急運搬支援

環境整備支援

×

⺠間団体 ⽣産者集団等 （１の①の事業）
定額 定額

センサーが
タンク内残量
データを送信
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
目標地図に位置付けられた者が、地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた

農地利⽤の姿の実現に向けて、融資を受けて経営改善の取組に必要な農業⽤機
械・施設を導⼊する場合に支援します。

※ 広域に展開する農業法⼈等の経営の高度化に必要な農業⽤機械・施設の導
⼊は、補助上限額を引上げ（先進的農業経営確⽴支援タイプ）

※ スマート農業、集約型農業経営、グリーン化について、優先枠を設けて支援
・スマート農業優先枠
ロボット技術・ICT機械等の導入（農業支援サービス事業体の取組も対象）

・集約型農業経営優先枠
中山間地域等での集約型農業に必要な機械等の導入

・グリーン化優先枠
「みどりの⾷料システム戦略」を踏まえた環境に配慮した営農に必要な機械等
の導入

※ 助成対象者の経営改善の取組の実績及び目標、地域における農地集積の実
績等に関するポイントにより採択

（令和５年度補正予算）担い手確保・経営強化支援事業 2,300百万円の内数
担い手の経営発展に必要な農業⽤機械等の導入を支援

農地利⽤効率化等支援交付⾦

＜対策のポイント＞
地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利⽤の姿の実現に向けて、目標地図に位置付けられた者が経営改善に取り組む場合、必要な農業⽤

機械・施設の導⼊を支援します。

＜政策目標＞
全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）

＜事業の流れ＞

【令和６年度予算概算決定額 1,086 (1,521)百万円】
(令和５年度補正予算額 2,300百万円の内数)

国 都道府県 市町村
交付（定額） 3/10以内等 3/10以内等

農業者等

現状 目標地図

地域が目指すべき将来の
集約化に重点を置いた
農地利⽤の姿の実現

将来の地域の農業を担う者として目標地図に位置付けら
れた者（事業実施年度内に目標地図に位置付けられる
ことが確実であると市町村が認める者を含む）

経営改善の取組に必要な農業⽤機械・施設
（事業費50万円以上）

事業費の3/10以内

300万円（経営面積の拡大（水田作で20ha以上等）等
を目指す者については600万円に引上げ）
（先進的農業経営確⽴支援タイプ︓

個⼈1,000万円、法⼈1,500万円）

助成対象者

補助率

補助上限額

（この他、一定の条件を有する地域において、共同利⽤機械・施設の導入を支援する事業を実施）

助成内容

［お問い合わせ先］経営局経営政策課担い手総合対策室（03-6744-2148）
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．⾷料・農業・農村基本法の⾒直しを踏まえた先駆的モデル等の育成
① 先駆的モデル支援タイプ

⾷料・農業・農村基本法の⾒直しを踏まえた新しい農業のモデルを創出していくため、安定
的な生産・供給等を実現しようとする先駆的モデルの育成を支援します。

② 農業支援サービス事業支援タイプ
農業支援サービス事業の提供に必要な農業⽤機械の導⼊を支援します。

２．地域の創意⼯夫による産地競争⼒の強化（産地基幹施設等支援タイプ）
① 産地収益⼒の強化、産地合理化の促進

産地農業において中心的な役割を果たしている農業法⼈や農業者団体等による集出荷貯
蔵施設や冷凍野菜の加工・貯蔵施設等の産地の基幹施設の整備等を支援します。また、産
地の集出荷、処理加工体制の合理化に必要な産地基幹施設等の再編等を支援します。

② 重点政策の推進
みどりの⾷料システム戦略、スマート農業、産地における戦略的な⼈材育成といった重点政

策の推進に必要な施設の整備等を支援します。

３．⾷品流通の合理化（卸売市場等支援タイプ）
品質・衛⽣管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要な

ストックポイント等の整備を支援します。

強い農業づくり総合支援交付⾦
【令和６年度予算概算決定額 12,052（12,052）百万円】

＜対策のポイント＞
⾷料⽣産・供給の不安定化や労働⼒不⾜等、⽣産構造の急速な変化に対応するための先駆的モデルや農業支援サービス事業体の育成等を支援します。

また、産地の収益⼒強化と持続的な発展及び⾷品流通の合理化のため、強い農業づくりに必要な産地基幹施設、卸売市場施設の整備等を支援します。

＜事業目標＞
○ 加工・業務⽤野菜の出荷量（直接取引分）の拡大（98万t［平成29年］→145万t［令和12年まで］）
○ 場内物流改善体制の構築に取り組んでいる卸売市場数（55市場［令和６年度まで］ ）
○ 化⽯燃料を使⽤しない園芸施設への完全移⾏［2050年まで］

＜事業の流れ＞
［お問い合わせ先］

（１①、２の事業） 農産局総務課⽣産推進室 （03-3502-5945）
（１②の事業） 農産局技術普及課 （03-6744-2221）
（３の事業） 新事業・⾷品産業部⾷品流通課 （03-6744-2059）

【国直接採択】

・助成対象︓推進事業（農業⽤機械、実証等）
整備事業（農業⽤施設）

・補助率 ︓定額、1/2以内
・上限額 ︓推進事業5,000万円 整備事業20億円

A 先駆的モデル支援タイプ

B 農業支援サービス事業支援タイプ
・助成対象︓農業⽤機械
・補助率 ︓1/2以内
・上限額 ︓1,500万円

モ
デ
ル
等
の
育
成
・
提
供

産地のニーズに合わせた
農業支援サービスを提供

（農機シェアリング、データ分析 等）

農業支援サービス
事業体

Ａ産地
Ｂ産地

Ｃ産地

国
都道府県

市町村交付（定額） 1/2以内等 1/2以内等

農業者等

農業者等

1/2以内等

定額、1/2以内

（２、３の事業）

（１の事業）

C 産地基幹施設等支援タイプ
・助成対象︓農業⽤の産地基幹施設
・補助率 ︓1/2以内等
・上限額 ︓20億円等

産
地
競
争
力
の
強
化

【都道府県向け交付⾦】

重点政策の推進【33億円】
２.①のメニューとは別枠で、みどりの⾷料システム戦略、スマート農業技術の導⼊、産地における
戦略的な⼈材育成といった重点政策の推進に必要な施設を着実に整備

優先枠の設定
物流2024年問題への対応、集出荷・加工の効率化に向けた再編合理化、中山間地域の競争⼒強化、
農畜産物の輸出拡大等に係る取組にポイントを加算することにより、積極的に支援

食
品
流
通
の

合
理
化

・助成対象︓卸売市場施設
共同物流拠点施設

・補助率 ︓4/10以内等
・上限額 ︓20億円

D 卸売市場等支援タイプ
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農業競争⼒強化基盤整備事業＜公共＞ 【令和６年度予算概算決定額 67,795（63,319）百万円】

＜対策のポイント＞
農業競争⼒強化を図るため、農地中間管理機構等とも連携し、農地の大区画化や汎⽤化、農業水利施設の更新・⻑寿命化等を⾏い、担い手への農地

集積・集約化や農業の高付加価値化、水利⽤の効率化、水管理の省⼒化等を推進します。

＜政策目標＞
○ 全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）
○ 基盤整備完了地区において、事業実施前後で高収益作物の⽣産額が一定程度増加している地区の割合（約８割以上［令和７年度まで］）

［お問い合わせ先］（１、２の事業）農村振興局農地資源課（03-6744-2208）
（３、４の事業） 水資源課 （03-3502-6246）

１．農業競争⼒強化農地整備事業
農地中間管理機構等による担い手への農地集積・集約化や、

⽣産効率の向上、農業の高付加価値化等を図る農地の大区画
化・汎⽤化など、農地の整備を推進します。

２．農地中間管理機構関連農地整備事業
農地中間管理機構が借り入れている農地等で、農業者の申請・

同意・費⽤負担によらず、都道府県が⾏う基盤整備を支援します。

３．水利施設整備事業
農業水利施設の適切な更新・⻑寿命化対策に加え、パイプライン

化・ICT活⽤等により水利⽤の効率化、水管理の省⼒化を図ります。

４．畑地帯総合整備事業
畑地のかんがい施設整備や区画整理、水田地帯における畑作

物・園芸作物を導入した営農体系への転換のための汎⽤化・畑地
化など、畑地・樹園地の高機能化を推進します。

＜ 事 業 の 全 体 像 ＞

農地の整備

水稲

畦畔除去による
区画拡大

農業水利施設の整備

暗渠の整備による
水田の汎⽤化

タマネギ

圃場の大区画化

農業競争⼒強化を図るための基盤整備

＜事業の流れ＞

国
都道府県

定額、1/2 等

都道府県
定額、1/2 等

市町村等

畑地の区画整理及び
かんがい施設の整備

頭首工の改修 水路のパイプライン化

小水⼒発電施設の設置ゲートの⾃動化

（令和５年度補正予算額 89,104百万円）
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農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
農業競争⼒強化農地整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農地中間管理機構等による担い手への農地集積・集約化や、生産効率の向上、農業の高付加価値化を図る農地の大区画化・汎⽤化など、農地の整備

を推進します。

＜事業目標＞
○ 全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）
○ 基盤整備完了地区において、事業実施前後で高収益作物の⽣産額が一定程度増加している地区の割合（約８割以上［令和７年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．農地整備事業

地域農業の展開方向、⽣産基盤の状況等を踏まえつつ、必要な⽣産基盤及び
営農環境の整備と経営体の育成を一体的に実施

２．草地畜産基盤整備事業
草地に⽴脚した畜産経営の展開に必要となる草地の基盤整備等を実施

３．農業基盤整備促進事業
畦畔除去、暗渠排水等、地域の実情に応じたきめ細かな農地の整備を実施

※ 実施計画等策定事業（１の事業）
農地整備事業の実施に必要な実施計画や換地計画を策定

＜事業の流れ＞

国

都道府県
1/2 等

（１、２の事業）

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2208）

都道府県
定額、1/2 等

（３の事業）

都道府県 （３の事業）
定額、1/2 等

市町村等

地域全体の一体的な農地整備によって、労働・土地⽣産性が向上し、併せて担い手へ
の農地集積や高収益作物の導入を図ることで、競争⼒ある農業の実現に寄与します。

（事業前）小規模で不整形な農地 （事業後）大区画化・整形した農地

暗渠の整備により水田の汎⽤性の
向上を図り、収益性の高い作物の
作付を可能にします。

水稲 タマネギ

※ ⾃動走⾏農機等に対応した省⼒化に資する基盤整備も実施可能（１〜３の事業）
※ 土層改良にバイオ炭を使⽤することが可能（１〜３の事業）

【令和６年度予算概算決定額 67,795（63,319）百万円の内数】
（令和５年度補正予算額 89,104百万円の内数）
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農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
農地中間管理機構関連農地整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農地中間管理機構への貸出しが増加する中、担い手は整備されていない農地を借り受けず、農地の出し手は基盤整備を⾏う⽤意がないため、担い手への農

地集積が進まないおそれがあり、このため、機構が借り⼊れている農地等で、農業者の申請・同意・費⽤負担によらず、都道府県が⾏う基盤整備を支援します。

＜事業目標＞
全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．農地整備事業（一般型、省⼒化整備型※）

【対象工種】 区画整理、暗渠排水、土層改良、農業⽤⽤排水施設等
【附帯事業】 機構集積推進事業

（推進費として事業費の12.5％等を全額国費で交付）

２．実施計画等策定事業
農地整備事業の実施に必要な実施計画や換地計画を策定

【実施要件】
農地中間管理権等︓事業施⾏地域内農⽤地の全てで以下の①又は②を

満たすこと
①機構が農地中間管理権を有する農地
②機構が農業経営又は農作業の委託を受けている農地

受 益 面 積︓10ha以上（中山間地域は５ha以上）
農地中間管理権等の期間︓事業計画の公告⽇から15年以上あること
集 団 化 等︓全ての事業施⾏地域内農⽤地が担い手に集積され、

事業完了後5年以内に8割以上を担い手に集団化
収 益 性 の 向 上 ︓事業完了後５年以内（果樹等は10年以内)に

販売額20％以上向上又は⽣産コスト20%以上削減等

＜事業の流れ＞
国 都道府県

1/2 等
［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2208）

（施工前） （施工後）

p＋q＋r＋s
a＋b＋c＋d担い手への集団化率︓

a 〜 d︓事業対象農地を構成する団地の面積
p 〜 s︓担い手が耕作する、まとまりのある農地面積

（上図 着色部）

a団地

b団地
c団地

d団地

（担い手が耕作する
まとまりのある農地︓p）

（q）
（r）

（s）

事業実施範囲
農地の合計面積 平 場︓10ha以上

中山間等︓ 5ha以上

各団地の規模要件
平 場︓ 1ha以上
中山間等︓0.5ha以上

機構が借り受けている、まとまりのある農地等を対象に区画整理等を実施。
（機構を通じて、担い手は利⽤しやすい農地を⻑期・安定的に借り受けることが可能。）

＜農地面積・集団化の考え方＞

※農地整備事業の場合

※ 下線部は拡充内容

※省⼒化整備型については、中山間地域等⼈口減少が著しい地域のうち、
過去の基盤整備等を契機に現⾏の実施要件を達成しており、かつ、更なる集積
や保全管理コストの２割低減等の要件を満たす地区を対象に、畦畔拡幅や法
面の緩傾斜化等省⼒化のための整備を支援。

【令和６年度予算概算決定額 67,795（63,319）百万円の内数】
（令和５年度補正予算額 89,104百万円の内数）
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農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
水利施設整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農業水利施設の適切な更新・⻑寿命化対策に加え、パイプライン化・ICT活⽤等により水利⽤の効率化、水管理の省⼒化を推進します。

＜事業目標＞
○ 機能保全計画に基づく適時適切な更新等を通じ、安定的な⽤水供給と良好な排水条件を確保
○ 更新事業（機能向上を伴う事業地区を除く）の着手地区においてストックの適正化等により維持管理費を節減する地区の割合（10割［令和７年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１. 基幹的な農業水利施設等(ダム、頭⾸⼯、⽤排水機場、幹線⽤排水路等)の整備

地域の営農方針に応じて農業水利施設の新設、廃⽌又は変更を実施します。
２. 基幹的な農業水利施設等の⻑寿命化対策や施設の集約・再編

機能保全計画に基づき、農業水利施設の更新・⻑寿命化対策や集約・再編を実施します。
３．農業⽤ダムの洪水調節機能の強化を含む流域治水対策の推進

①農業⽤ダムの放流施設の整備や堆砂対策、水位計等の水管理システム整備を実施します。
②田んぼダムに取り組む地域において基幹から末端までの施設を一体的に整備します。

４．脱炭素化の推進
小水⼒発電施設の導入や⽤排水機の省エネ化等を加速して推進します。
【附帯事業】 省エネ化の取組によるエネルギー消費効率の改善に対する促進費

５. 戦略作物(⻨・⼤⾖等)の作付や農地の集積・集約を促進するための水利システムの確⽴
①担い手への農地集積を推進するための農業水利施設の整備等を実施します。
②作付転換に伴う農業水利施設の集約・再編等を実施します。
③転作作物を導入した営農に必要な排水施設の整備等を実施します。 ※末端支配面積を緩和

【附帯事業】 中心経営体への農地集積・集約に応じた促進費、作付転換に応じた推進費
６. 管理の省⼒化・低コスト化に資する簡易な農業水利施設の整備

ゲート・分水工の⾃動化など、管理の省⼒化等に資する簡易な整備を実施します。
７. 施設を効率的に整備・活⽤するための調査・実施計画策定等

水利⽤の調整や施設計画・機能保全計画の策定を実施します。
＜事業の流れ＞

廃⽌
（集約・再編）

更新・⻑寿命化

排水対策
（戦略作物の作付）

頭⾸⼯ ダ ム 幹線⽤水路 揚水機場

ゲートの自動化

パイプライン化自動給水栓排水路 排水機場

田んぼダムへの取組

小水⼒発電

【実施要件】 受益面積200ha以上 等

※下線部は拡充内容
［お問い合わせ先］農村振興局水資源課（03-3502-6246）

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2、定額 等

1/2、定額 等

【令和６年度予算概算決定額 67,795（63,319）百万円の内数】
（令和５年度補正予算額 89,104百万円の内数）
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農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
畑地帯総合整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
畑地のかんがい施設整備や区画整理、水田地帯における畑作物・園芸作物を導⼊した営農体系への転換のための汎⽤化・畑地化など、畑地・樹園地の

高機能化を推進します。

＜事業目標＞
○ 全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）
○ 基盤整備完了地区において、事業実施前後で高収益作物の⽣産額が一定程度増加している地区の割合（約８割以上［令和７年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１. 畑作経営の体質強化に必要な畑地かんがい等の生産基盤や営農環境の総合的な整備

畑作地帯における畑地かんがい施設の整備や区画整理、農道整備等の総合的な基盤整備を
実施するもの

営農⽤水施設や土層改良、水管理施設の整備等は単独でも実施可能
【附帯事業】

中心経営体への農地集積・集約に応じた促進費
高収益作物の導入面積割合に応じた促進費

【実施要件】 受益面積20ha（畑地帯総合整備中山間地域型は10ha）以上
（樹園地については受益面積５ha以上※（0.5ha以上の団地の合計）） 等

※ 優良品種・品目の導入に取り組む場合

２. 水田地帯における畑作物・園芸作物の導⼊・定着に向けた汎⽤化・畑地化のための整備
パイプライン化や排水改良等による水田の汎⽤化・畑地化等の基盤整備を実施するもの

【附帯事業】
高収益作物の導入面積割合に応じた促進費 等

【実施要件】 受益面積20ha（中山間地域等 10ha）以上
（事業実施区域の５割以上で畑作物・園芸作物を作付けする場合は５ha以上） 等

３. 実施計画策定事業
事業の実施に必要な実施計画や換地計画の策定のための調査・調整等

水田の汎⽤化・畑地化

水田の樹園地化畑地かんがい・区画整理・農道整備

ICT水管理システム

営農⽤水

［お問い合わせ先］農村振興局水資源課（03-3502-6246）

＜事業の流れ＞
国

市町村 等都道府県

都道府県
1/2、定額 等

1/2、定額 等

【令和６年度予算概算決定額 67,795（63,319）百万円の内数】
（令和５年度補正予算額 89,104百万円の内数）
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．地域内農地集積型

畦畔除去による区画拡大や暗渠排水等のきめ細かな耕作条件の改善を支援します。
２．高収益作物転換型

基盤整備と一体的に⾏う輪作体系の検討や実証展⽰ほ場の運営、高収益作物への転換に向けた計画策定
から高付加価値農業施設の設置など営農定着に必要な取組を支援します。

３．スマート農業導⼊推進型
基盤整備と一体的に⾏うGNSS基地局の設置等、スマート農業の導⼊について支援します。

４．病害虫対策型
病害虫の発生予防・まん延防止に資する農地の土層改良や排水対策等を支援します。

５．水田貯留機能向上型
水田の⾬水貯留機能を向上する「田んぼダム」の実施に必要な基盤整備を支援します。

６．⼟地利⽤調整型
多様で持続的かつ計画的な農地利⽤のためのゾーニングに必要な交換分合や基盤整備を支援します。

農地耕作条件改善事業
【令和６年度予算概算決定額 19,843（20,043）百万円】

＜対策のポイント＞
農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細かな耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、

⻨・⼤⾖の増産に必要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。

＜事業目標＞
全農地面積に占める担い手が利⽤する面積の割合の増加（８割）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2208）

高付加価値農業施設の設置 技術研修会

畦畔除去 土層改良

きめ細かな耕作条件改善の支援

高収益作物への転換に向けた取組支援

スマート農業導入の支援

病害虫対策
GNSS基地局設置 ⾃動操舵システム導入

国
1/2、定額 等

都道府県

都道府県

市町村等
1/2、定額 等

※土層改良にバイオ炭を使⽤することが可能（１~６の事業）
※整備農地周辺の未整備農地を整備する場合、農地整備・集約推進費の活⽤が可能（１、２の事業）
※高収益作物の転換割合に応じ、高収益作物導⼊促進費の活⽤が可能（２の事業）
（事業実施後に水田活⽤の直接支払交付⾦の対象外の農地となる場合、高収益作物導⼊推進費の活⽤が可能）

「田んぼダム」の取組支援

落水口と堰板の整備

暗渠排水

客土・反転耕

【実施要件】 総事業費200万円以上、農業者数２者以上 等
【実施区域】 農振農⽤地のうち地域計画の策定区域等
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＜対策のポイント＞
⻨・大⾖や野菜等の⽣産拡大を図るため、畑作物・園芸作物を作付けする地域において、畑地かんがい施設の整備や農地の排水改良等の基盤整備をきめ

細かく機動的に支援します。

＜事業目標＞
基盤整備完了地区において、事業実施前後で高収益作物の⽣産額が一定程度増加している地区の割合（約８割以上［令和７年度まで］）

［お問い合わせ先］ 農村振興局水資源課（03-3502-6246）

＜事業の流れ＞
1/2、定額 等

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．ハード事業
畑作物・園芸作物の⽣産性向上のための畑地かんがい施設の整備や区画

整理、農道整備、水稲から畑作物・園芸作物への作付転換に必要な排水改
良やパイプライン化等の基盤整備を支援します。

２．ソフト事業
実証ほ場の設置・運営、農業機械・施設のリース、果樹・茶に係る新植・改

植支援、作付転換支援等の営農の転換等に向けた取組を基盤整備と一体
的に支援します。

【実施区域】 農振農⽤地（畑作物・園芸作物が作付けされる農地）等
【実施要件】 総事業費200万円以上、農業者数２者以上、

工事期間原則５年以内 等

畑地帯のきめ細かな基盤整備への支援

水田地域の作付転換への支援

都道府県
国

畑の排水改良畑地かんがい施設の整備 農道整備による輸送効率の向上

暗渠排水の整備 野菜・果樹への転換
都道府県

1/2、定額 等
市町村等

畑作等促進整備事業
【令和６年度予算概算決定額 2,200（2,000）百万円】
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活用事業名 要望調査、公募・申請 採択・予算割当 推進計画の提出期限

時代を拓く園芸産地づくり支援事業

大規模契約栽培産地育成強化事業 ２月上旬～２月下旬 ５月下旬 １月末

果樹農業生産力増強総合対策 ４月上旬～５月上旬 ６月末 ４月末

畜産生産力・生産体制強化対策事業
（飼料生産利用体系高効率化対策）

２月上旬～２月下旬 ３月下旬 １月末

強い農業づくり総合支援交付金
（産地基幹施設等支援タイプ）

１月中下旬～２月中旬 ４月当初 １月下旬

農地利用効率化等支援交付金 ２月上旬～３月上旬 ４月当初 ２月中旬

基盤整備事業

国営かんがい排水事業のうち
高収益作物導入促進事業
国営農地再編整備事業
国営緊急農地再編整備事業

事前調査の実施状況等
に応じて対応

４月当初 １月末
農業競争力強化農地整備事業
農地中間管理機構関連農地整備事業
水利施設等保全高度化事業
中山間地域農業農村総合整備事業

（Ｒ５）11月末

農地耕作条件改善事業
畑作等促進整備事業

随時 随時 随時

水田活用の直接支払交付金のうち畑地化促進
助成
畑地化促進事業

12月下旬～３月中旬 － ６月末

注：上記のほか、各事業において年度途中に行う追加公募で優先採択等の活用を希望する場合、提出期限は追加公募の申請期限と同時期とする。

水田農業高収益化推進計画に係るスケジュール（令和６年度予定）
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